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FJPグループにおける国内組織の略称は、以下の通りです。

なお、本規範に記載されている組織名は、随時変更される場合があります。　　
組織名の変更があった場合、ご質問は同じ機能を持つ部門またはLRC に連絡して
ください。

・FPTジャパンホールディングス株式会社

・FPTジャパンホールディングス株式会社の子会社および関連会社

・FPT CorporationおよびFPT software Company Limitedならびに

   それらの子会社および関連会社

・FJPグループ

・当該従業員が所属するFJPグループの代表取締役社長

・法務・リスクマネジメント・コンプライアンス部

・経理部

・人事部

・情報セキュリティ部

・マーケティング部

・シェアードサービスセンター

・FPT software Co., Ltd.に所属する、Software Engineering  Process 
Group
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ＦＰＴジャパンホールディングス株式会社

代表取締役社長　ド　ヴァン　カック

親愛なる従業員の皆様

 　FJPグループは、「いつもお客様のそばに」という理念のもと、国内事業所、
開発センター、子会社、日本語学校などを擁し、１５００人を超える従業員をか
かえる企業へと成長しました。

 　しかし、FJPグループの究極の目標は、ITを通じてお客様に最高の価値を提供
するというビジネスの達成だけでなく、どのようにして達成するかという姿勢や
過程も含まれていることを忘れてはいけません。企業倫理と誠実性は、FJPグル
ープの成功に不可欠な要素といえるのです。

 　ビジネス行動規範は、事業活動における中核となる原則で構成され、倫理お
よび行動の規範を保証するものであり、すべての活動の基盤となります。また、
会社に対してだけでなく、従業員同士、お客様、パートナー、サプライヤ、地域
社会などに対する責任も定義します。

 　FJPグループの従業員一人ひとりが日常の業務活動において誠実さをもって行
動するために、本規範を理解し、遵守しなければなりません。

 　我々が、公平かつ持続的で独自性が深く染み込んでいる文化を兼ね備えた、
ベトナムを代表する企業となるために、今一度これまでの自身の行動を振り返っ
て本規範を理解し、協力および遵守していきましょう。  

メッセージ

略称
FJPグループ

CEO

LRC

AF

HR

ISM

MKT

SSC

SEPG

FPTグループ

参照チャネル
ウェブページ� https://www.fpt-software.jp/fpt-code-of-business-conduct/

本規範は日本語版・英語版・ベトナム語版として発行しますが、万が一内容が異
なる場合には、日本語版に従うものとします。
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人権の尊重  
 

   ハラスメントとは、「嫌がらせ」という意味で、相手の意に反する行
為によって不快な感情を抱かせることを指します。社内の人だけでなく、
社外の人に対してもハラスメントを行うことは禁止されます。

   ハラスメントを定義するにあたり重要なのが、行為者がどう思ってい
るのかは関係なく、相手が不快な感情を抱けばハラスメントになるとい
うことです。ただし、客観的に正当性が認められる場合はハラスメント
にはなりません。

ハラスメントとは？
   FJPグループが持続的な成功を成し遂げるためには、他者の
人権が尊重される環境であることが必要不可欠です。したがっ
て、FJPグループの全ての役員及び従業員は、以下の原則を遵
守し、他の役員及び従業員、そして取引先など社外との関係に
おいても、尊重し合う関係を築きあげることを目指します。ま
た、サプライヤーやビジネスパートナーに対しても、以下の原
則の尊重を求めます。

(1)  国際規範の尊重
「世界人権宣言」や「国連ビジネスと人権に関する指導原則」、「国連グローバル・コンパ
クトの10原則 」、などの国際規範を尊重し、それらを遵守して企業活動を行います。

(2)  労働における人権の尊重
いかなる場合においても、児童労働や強制労働を禁じ、人権を侵害しない労働環境を実現します。

(3)  結社の自由と団体交渉権の尊重
従業員の自由意志に基づく、結社の自由及び団体交渉権を尊重します。

(4)  差別の禁止
人種、国籍、出身、年齢、性別、性自認、宗教、信条、障がい、身体的特徴、その他業務遂行と
全く関係ない事由による差別、攻撃、嫌がらせなどの個人の尊厳を傷付ける行為を禁止します。

(5)  多様性の尊重
国や地域の文化・慣習、歴史、価値観、個性、多様性を尊重し、関係者に配慮して行動します。

(7)  ステークホルダー・エンゲージメント
従業員、サプライヤーやビジネスパートナー、地域社会などのステークホルダーと、対話や
展示会などのベントを通じ、ステークホルダー・エンゲージメントをします。

(8)  人権デューデリジェンスの実施
従業員やサプライヤー、ビジネスパートナーとの対話・アンケートを実施し、 人権侵害のリ
スクを特定、評価、防止、軽減のために人権デューデリジェンスを実施します。

(9)  救済と防止
現に人権を侵害している場合や、そのおそれがあることが明らかになった場合、適切な手続
きを通じ、就業規則に則った懲戒処分を行うなどして 、その是正と救済をします。また、
再発させない・未然に防ぐためにも、定期的な研修などの啓蒙活動を通じ、人権の侵害を防
止します。

(6)  ハラスメントの禁止
パワーハラスメントやセクシャルハラスメントなどの、職務上の地位や人間関係等の職場内
の優位性を背景に業務の適正な範囲を超える言動により、他の従業員に精神的・身体的な苦
痛を与えたり、就業環境を害するあらゆるハラスメント となる言動を禁止します。

 
 

   FJPグループでは以下のハラスメント等について、定義および禁止を明
言しており、懲戒解雇を含む懲戒処分の対象となります。

• パワーハラスメント
職務上の地位や人間関係等の職場内の優位性を背景に業務の適正な範囲を
超える言動により、他の社員に精神的・身体的な苦痛を与えたり、就業環
境を害するような行為をいう。

• セクシュアルハラスメント
性的言動により、他の社員に不利益や不快感を与えたり、就業環境を害す
るような行為をいう。

• マタニティハラスメント等
他の社員の妊娠、出産、育児または介護に関する言動、並びにこれらを理
由とする休業または措置の利用等の妨げとなるような言動を行い、当該社
員の就業環境を害するような行為をいう。

就業規則上のハラスメントについて

• 業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制（パワハラ）
• 仕事の妨害等を行うこと（パワハラ）
• 私的なことに過度に立ち入ること（パワハラ）
• 業務とは関係ない私的な雑用処理を強制的に行わせること（パワハラ）
• 性的な冗談を言って、性的な関心を示すこと（セクハラ）
• 性的な事実を尋ねること（セクハラ）
• 妊娠・出産したことに対する嫌がらせを行うこと（マタハラ）

ハラスメントの例

2
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3.4

3.4.1

Question：
給与支払データを誤ってメールで受信した場合、どのように対処し
ますか？

SEがソフトウェアを開発するために、前職の同僚に相談することは
許されますか？
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Question：



4.2
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4.3

LRC

Question：
以前競合他社Aで働いていた従業員BをFJPグループで採用しました。
BにAの営業情報を聞いてもいいですか？

LRC • 

• 

• 

• 

• 

• 

Question：
取引先の設立記念日に、記念メダルが贈られてきました。営業担当A
は、その贈り物を受け取ることができますか？

LRC

従業員Bは、サプライヤから宿泊を伴う国内旅行を申し出られました。
同意できますか？

LRC
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4.4

LRC

4.4.1

4.4.2

Question：
私の仕事は、エンジニアを採用することです。今回の採用候補者に
主人の弟がいます。何に注意する必要がありますか？

LRC
私はFJPグループの採用部門で働いています。今回の採用候補者に上
司の親族がいます。何に注意する必要がありますか？

LRC

HR

4.4.3

4.4.4

 

 

Question：
私の兄は、オフィス用品専門商社のA社で働いていますが、兄はまだ
FJPグループとの取引を行っていません。私は最近調達部に移動しま
した。何をすべきでしょうか。

私の部門には、管理者の親族である従業員Aがいます。そして、Aの
実績を評価する必要があります。何に注意する必要がありますか？

LRC
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